
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務所便り 7 月号      

◆ふるさと納税の確定申告が簡単になる？ 

 個人の所得・控除によって決まる控除上限金

額までの寄附なら、自己負担が 2,000 円で返礼

品が貰えるふるさと納税制度。令和元年度の寄

附件数は約 2,334 万件、寄附総額は約 4,875 億

円となり、すでに市民権を得た制度となってい

る印象です。 

 寄附によって後から税金が減る形になります

が、寄附をしただけでは税金が減りません。確

定申告をするか、自治体 5 か所以内への寄附か

つ他に確定申告をする必要のない方が利用でき

る、ワンストップ特例の申請をしなければなり

ません。給与収入のみの方であれば、電子申告

を利用すると作成の手間もあまりなく、提出も

自宅等で行えるため、確定申告はかなり簡単で

すが、令和 3 年分の申告からは「寄附金控除に

関する証明書」の発行により、さらに簡素化さ

れる見込みです。 

 

◆先行して生命保険料控除がやっている制度 

 ふるさと納税を扱っている特定事業者が発行

する年間寄附額を記載した「寄附金控除に関す

る証明書」は、電子データや郵送等で寄附を行

った方に提供されます。寄附を行った方は、証

明書のデータを市販の確定申告作成ソフトや国

税庁の確定申告作成コーナーで読み込ませるこ 

とで、今まで１つずつ寄附先や寄附金額を入力 

していた手間が省けます。令和 2 年分の申告や

年末調整で導入された、生命保険料の控除証明

書等の電子的交付と同じ仕組みです。 

 また、e-Tax ではなく、紙の申告書を提出する

場合でも、今までは寄附金受領書をすべて提出

していたものが、証明書データを国税庁が提供

する QR コード付証明書等作成システムで読み

込むことによって生成される書類を添付する方

法を取ることができますので、こちらも簡素化

が可能です。 

 

◆特定事業者認定に注意 

 「寄附金控除に関する証明書」を発行するこ

とのできる特定事業者は、地方公共団体と特定

寄附金の仲介に関する契約を締結している事業

者となり、ふるさと納税でよく聞くポータルサ

イトを運営している団体となりますが、規模の

小さい団体は、まだ特定事業者として確認でき

ないものもあります。簡素化制度を使いたい場

合は、お使いのサイトが特定事業者に認定され

ているか確認しましょう。 

 

 令和 3 年分からふるさと納税の申告手続簡素化  

令和 3 年 7 月 15日 

いつもお世話になっております。 

梅雨明けが待ち遠しい今日この頃ですが、皆様お元気ですか。 

暑さ厳しき折り、くれぐれもご自愛下さい。 



 

◆中小企業経営強化税制の概要 

 中小企業経営強化税制とは、中小企業等経営

強化法の認定を受けた経営力向上計画に基づ

き、一定の設備を取得や製作等した場合に、即

時償却又は取得価額の 10％の税額控除（資本金

3,000 万円超 1 億円以下の法人は 7％）が選択

適用できるものです。 

 これまで、生産性向上設備（A 類型）、収益力

強化設備（B 類型）が対象になっておりました

が、新たにデジタル化設備（C 類型）が対象に

加わりました。 

 

◆対象設備について 

 デジタル化設備とは、下記のいずれかに該当

する投資計画を達成するために必要不可欠な設

備です。 

【遠隔操作】 

１）デジタル技術を用いて遠隔操作をすること 

２）以下のいずれかを目的とすること 

 Ａ）事業を非対面で行うことができるように

すること 

 Ｂ）事業に従事する者が、通常行っている業

務を、通常出勤している場所以外の場所

で行うことができるようにすること 

【可視化】 

１）データの集約・分析を、デジタル技術を用

いて行うこと 

２）１）のデータが、現在行っている事業や事

業プロセスに関係するものであること 

３）１）により事業プロセスに関する最新の状

況を把握し経営資源等の最適化※を行うことが

できるようにすること 

【自動制御化】 

１）デジタル技術を用いて、状況に応じて自動

的に指令を行うことができるようにすること 

２）１）の指令が、現在行っている事業プロセ

スに関する経営資源等を最適化するためのもの

であること 

※「経営資源等の最適化」とは、「設備、技術、

個人の有する知識及び技能等を含む事業活動に

活用される資源等の最適な配分等」をいいます。 

 

◆手続きについて 

 中小企業・小規模事業者等は事業分野指針に

沿って「経営力向上計画」を作成し、国の認定

を受けることにより、税制や金融支援等の支援

を受けることができます。 

 

 

田 坂 税 理 士 事 務 所 

http://www.tasaka-tax.com/ 

 

 

 

～人生の役に立たない雑学 vol.99～ 

 

 テレワーク等を促進 中小企業経営強化税制が拡充されました  

ガラケーとは 

「ガラパゴス携帯」を略して

ガラケーという。 


